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番号 課名 グループ名

学校給食課 臼杵学校給食運営・野津学校給食運営グループ

課長評価

事業の問
題・課題

臼杵産野菜に関して、収獲時期と給食の使用時期の違い、給食での取り扱い不可能な品種及びサイズによる不使用の現実問
題があります。安心安全な食の提供のためにも臼杵産野菜使用率向上を更に考えていく必要があります。

前年度の
改善案

学校への指導回数を来年度以降増やしていき、食に携わる人々に感謝する気持ちを養い、残菜量の軽減に繋げていきたいと
考えています。また、大分県産野菜の食材使用率を更に引き上げるため、野津地域の野菜を臼杵で効率的に使用するシステ
ム等の検討を行っていきたいと考えています。

具体的な
改善案

収獲時期と給食使用時期の調整については有機農業推進室と連携した取り組みが必要だと考えます。野津地域を含めた臼杵
産野菜の有効な使用のために、大分県学校給食会を経由した加工業者にての一次加工の野菜を納入し、臼杵産野菜使用率向
上と残菜率減少、安心安全な給食提供を進めていきます。

目的や目標に照らして予想される効果が得られるか
外国産が主流の食材が、臼杵産や大分県産など身近な食材を使
用した食材での給食提供ができるようになりました。これによ
り、向上した給食提供と食育の幅を広げることが可能となり、
児童生徒の食への興味が深まりました。

Ａ
A：期待したとおりの効果がある
B：期待したほどの効果が見られない
C：効果が少ない

効率性

行政資源量（特にコスト）に対し合った効果があるか
学校訪問や授業などにより、また給食センターからの食や栄養
などに関する配布物などにより、食に関する指導を促進するこ
とで、児童生徒の食への関心や感謝する気持ちなどを培うこと
ができていくと考えます。

Ａ
A：効率的に効果が出ている
B：改善の余地がややある
C：効率的に効果が出ていない

基
本
項
目

事業
内容
（経緯）

児童・生徒へ安心・安全で美味しい給食を提供するためにセンターの運営管理を行っています。施設の管理運営、献立作
成、食育活動、給食畑の野菜の利用促進などを行い、給食による「臼杵っこ」の健全育成に取組んでいます。

評
価
の
視
点

評価 判断基準 理由

必要性

目的が市民ニーズに照らして妥当か 臼杵産の農水産物を使用して、安心・安全で美味しい給食の提
供と食育の推進を目的に、食材を給食費（私会計）で賄い、施
設等の維持管理費は一般会計で行っています。臼杵の将来を担
う子ども達に、地元臼杵の味を伝えるため、食材の加工及び運
営・維持管理には今後も市が関与していく必要があります。

Ａ
A：適応している
B：一部適応していない
C：適応していない

有効性

計画値

50

事業
対象

臼杵市立幼稚園、小中学校の児童生徒 成果

説明・算式・引用 単位
実績の推移

行
　
動
　
指
　
標

③ 250

② 市報への連載回数
市報による食育や学校給食の推進
を目的とした広報の年間掲載回数 回

H25 H26

2 2 2

計画値

①
１校あたりの年間平均実施回
数

市内全小・中学校における学校給
食の年間平均実施回数 回 190

指標名 説明・算式・引用 単位
実績の推移 H28 H31

192 187 188 190

4 6
残食率（総量に対してどれだけ残
したかの割合）

総量に対しての残菜処理機
を使用し堆肥となった残菜
の量

％ 4 3

④ 臼杵産の野菜使用率
臼杵産野菜使用率（給食畑の野
菜・有機野菜を含む） ％ 45 40 37 36

H28

3

成果指標

指標名
H31

H25 H26 H27 実績値

234,477

現状のまま継続する（継続） 理由

学校給食法にのっとり、学校給食により児童生徒
の健全な育成を図ることは、義務教育学校の設置
者である臼杵市としての任務です。引き続き地元
の食材を使った食育を推進しながら、地元の農
業、水産業の活性化にも繋がっていく事業です。

事務事業名 臼杵・野津学校給食センター管理運営事業
新規・継続 継続
ソフト・ハード ソフト

総合計画
との関連

主要施策名
（施策コード）

Ⅰ-1-1 安心安全で健康な「食」の推進

関連施策名
（施策コード）

Ⅳ-11-23 「有機の里うすき」の実現

2 2

臼杵市　事務事業評価シート

コスト
事業費+人件費

フルコスト（千円）

内訳

国庫補助金（千円） 県補助金（千円） 市債（千円） 使用料・手数料・その他（千円）

（平成 28 年度）

H27 実績値

学校給食指導回数
栄養教諭・栄養士・調理師の学校
訪問による年間指導回数 回 147 190 243 301

給食畑の野菜の利用や給食指導などの食育活動により、生産者をはじめ
とする食に携わる人々に感謝する気持ちを養い、食に対する知識を深め
ることができ、その結果児童生徒の給食の食べ残しを減少させることが
できています。

一般財源（千円）

234,477


